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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　冷延鋼板と、
　前記冷延鋼板の表面に形成された溶融めっき層とを有し、
・　　前記冷延鋼板は、質量％で、Ｃ：０．０００５～０．００５０％、Ｓｉ：１．０％
以下、Ｍｎ：０．５０～２．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｔｉ：０．０１０～０．０３
０％、Ｎｂ：０．０１０～０．０４０％、Ｂ：０．０００２～０．００３０％、Ｓ：０．
０１０％以下、Ａｌ：０．０１～０．９０％、Ｎ：０．００１０～０．００９５％を含有
し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、Ｔｉ含有量（％）を［Ｔｉ］、Ｎ含有量（
％）を［Ｎ］、Ｐ含有量（％）を［Ｐ］、Ｓｉ含有量（％）を［Ｓｉ］、Ａｌ含有量（％
）［Ａｌ］、Ｍｎ含有量（％）を［Ｍｎ］としたとき、下記数式（Ａ）により表されるＴ
＊が０．０２％未満であると共に下記数式（Ｂ）を満足する組成を有し、
Ｔ*＝［Ｔｉ］－３．４２×［Ｎ］－０．２［Ｐ］　・・・・・（Ａ）
０．４＜（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］＜２．０　・・・・・・（Ｂ）
　かつ引張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の１×１０４倍以
上であることを特徴とするプレス加工用溶融めっき高強度鋼板。
【請求項２】
　質量％で、Ｃ：０．０００５～０．００５０％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．５０
～２．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｔｉ：０．０１０～０．０３０％、Ｎｂ：０．０１
０～０．０４０％、Ｂ：０．０００２～０．００３０％、Ｓ：０．０１０％以下、Ａｌ：
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０．０１～０．９０％、Ｎ：０．００１０～０．００９５％を含有し、残部がＦｅ及び不
可避的不純物からなり、Ｔｉ含有量（％）を［Ｔｉ］、Ｎ含有量（％）を［Ｎ］、Ｐ含有
量（％）を［Ｐ］、Ｓｉ含有量（％）を［Ｓｉ］、Ａｌ含有量（％）［Ａｌ］、Ｍｎ含有
量（％）を［Ｍｎ］としたとき、下記数式（Ａ）により表されるＴ＊が０．０２％未満で
あると共に下記数式（Ｂ）を満足する組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、
Ｔ*＝［Ｔｉ］－３．４２×［Ｎ］－０．２［Ｐ］　・・・・・（Ａ）
０．４＜（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］＜２．０　・・・・・・（Ｂ）
　前記スラブを、仕上げ温度がＡｒ３温度以上、巻取り温度が７５０℃以下の条件で、熱
間圧延して熱延コイルを得る工程と、
　前記熱延コイルを５０％以上の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルとする工
程と、
　前記冷延コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍すると共に、その冷延過程において前記
冷延コイルの表面に溶融めっきを施す工程とを有し、
　引張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の１×１０４倍以上で
ある溶融めっき鋼板を製造することを特徴とするプレス加工用溶融めっき高強度鋼板の製
造方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、自動車及び家電等の分野に適用されるプレス加工用溶融めっき高強度鋼板及
びその製造方法に関し、特に、自動車の燃料タンク用途に好適なプレス加工用溶融めっき
高強度鋼板及びその製造方法に関する。
【背景技術】
【０００２】
　近年、自動車用鋼板においては、車体重量軽減による燃費向上を目的として、高強度化
が進んでいる。燃料タンク用鋼板でも同様に、タンクの軽量化及び車体デザインの複雑化
、更には燃料タンクの収納設置場所の関係から、燃料タンク形状の複雑化が進み、優れた
成形性及び高強度化が要求されている。従来、このような成形性と高強度との両立の要望
を満足させるために、極低炭素鋼にＴｉ及びＮｂのような炭窒化物形成元素を添加したＩ
Ｆ（Interstitial Free）鋼に、Ｐ、Ｓｉ及びＭｎ等の固溶強化元素を添加した高強度Ｉ
Ｆ鋼が開発されてきた。
【０００３】
　しかしながら、ＩＦ鋼はＣ及びＮ等がＮｂ又はＴｉを炭化物又は窒化物として析出固定
するため、結晶粒界が非常に清浄になり、成形後に粒界破壊によって二次加工脆化が発生
しやすくなるという問題点がある。また、高強度ＩＦ鋼の場合、固溶強化元素で粒内が強
化され、相対的な粒界強度の低下が顕著になるため、二次加工脆化が促進されるという問
題点もある。
【０００４】
　更に、燃料タンクは、上面と下面とが別々にプレス成形され、これらを溶接により接合
して使用される。このため、鋼板を高強度化しても、溶接継手強度が鋼板の高強度化に見
合ったように高くならないという問題点がある。同時に、燃料タンクは重要保安部品であ
るため、低温地域において衝突による衝撃を受けた場合の耐破壊性を向上させる必要があ
るが、従来技術により高強度化した鋼板で燃料タンクを製造した場合、低温衝撃で溶接部
が脆性破壊される懸念がある。
【０００５】
　更にまた、ガソリン及びアルコール又はガソリンが劣化して生じる有機酸に対して、フ
ィルターの目詰まりの原因となる腐食生成物が生成せず、孔あき腐食が生じない鋼板も求
められている。この要求に対しては、従来、鋼板表面にＰｂ－Ｓｎ合金、Ａｌ－Ｓｉ合金
、Ｓｎ－Ｚｎ合金及びＺｎ－Ａｌ合金めっきを施すことが提案され、適用されている。こ
のため、基体となる鋼板には、これらの合金の溶融めっき性が良好であることが必要であ
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る。
【０００６】
　これらの問題点のうち、二次加工脆化については、発生を回避するためのいくつかの方
法が提案されている（例えば、特許文献１及び２参照。）。例えば、特許文献１では、粒
界偏析による耐二次加工脆化の劣化を回避するため、Ｔｉ添加ＩＦ鋼をベースに、Ｐ含有
量をできるだけ低減させ、その分、Ｍｎ、Ｓｉを多量に添加することで、耐二次加工脆性
に優れた高張力鋼板を得る技術が提案されている。また、特許文献２では、極低炭素鋼板
を使用し、Ｔｉ及びＮｂに加えてＢを添加することで、粒界強度を上昇させ、耐二次加工
脆性を高める技術が提案されている。この特許文献２に記載の技術では、耐二次加工脆性
の向上及びオーステナイト粒の再結晶の遅れに伴う熱間圧延時の負荷の増大防止を目的と
して、Ｂ含有量を最適化している。
【０００７】
　また、溶接性を改善する目的でもいくつかの提案がなされている（例えば、特許文献３
～５参照。）。例えば、特許文献３に記載の技術は、Ｔｉ及び／又はＮｂを添加した極低
炭素鋼板を焼鈍時に浸炭し、表層にマルテンサイト及びベイナイト組織を形成し、スポッ
ト溶接性を向上しようとするものである。また、特許文献４に記載の技術は、極低炭素鋼
にＣｕを添加し、溶接時の熱影響部を広くすることにより、スポット溶接継手強度を高め
ようとするものである。更に、特許文献５に記載の技術は、鋼にＭｇを添加して鋼板中に
Ｍｇ酸化物及び／又はＭｇ硫化物を生成させることにより、ピニング効果により、溶接部
、熱影響部の細粒化を図り、溶接部の疲労強度の劣化を防止する技術である。
【０００８】
　更に、高強度鋼板の溶融めっき性を改善する目的の技術もいくつか提案されている（特
許文献６及び７参照）。例えば、特許文献６に記載の溶融亜鉛めっき高強度冷延鋼板では
、溶融めっき性を阻害するＳの含有量を０．０３質量％以下及びＰの含有量を０．０１～
０．１２％に制限する一方で、強化元素としてＭｎ及びＣｒを積極的に添加している。ま
た、特許文献７に記載の高張力合金化亜鉛めっき鋼板では、Ｓｉ含有量とＭｎ含有量との
相互関係を特定の範囲内とすることにより、溶融合金Ｚｎめっき性の改善を図っている。
【０００９】
【特許文献１】特開平５－５９４９１号公報
【特許文献２】特開平６－５７３７３号公報
【特許文献３】特開平７－１８８７７７号公報
【特許文献４】特開平８－２９１３６４号公報
【特許文献５】特開２００１－２８８５３４号公報
【特許文献６】特開平５－２５５８０７号公報
【特許文献７】特開平７－２７８７４５号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１０】
　しかしながら、前述した従来の技術には以下に示す問題点がある。即ち、特許文献１及
び２に記載の方法で作製された鋼板は、加工性は良好であるが、燃料タンクのように厳し
い条件でプレス成形加工を行うと耐二次加工脆性が不十分となり、更に、この冷延鋼板を
溶接した溶接継手の溶接部の強度及び靭性（以下、これらをまとめて溶接継手効率という
）が低いという問題点がある。また、特許文献３に記載の方法は、焼鈍中に浸炭するが、
実際の製造設備では通板速度、雰囲気ガス組成及び温度が一定でないため、浸炭量が変化
し、製造される鋼板の間で材質のバラツキが大きくなり、安定した鋼板の製造が困難であ
るという問題点がある。更に、特許文献４に記載の方法はＣｕを多量に添加するため、Ｃ
ｕによる表面欠陥が多発し、歩留まりが低下するという問題点がある。更にまた、特許文
献５に記載の方法は、比較的溶接後の冷却速度が遅いアーク溶接等では効果があるが、冷
却速度が速いシーム溶接等ではその効果が認められないという問題点がある。更にまた、
特許文献６及び７に記載の鋼板は、溶融亜鉛めっき性は良好であるが、溶接性及び耐二次
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加工脆性が不十分であるという問題点がある。一方、薄鋼板においては、溶接部の靭性を
向上させようとする技術がないばかりか、溶接部の靭性に関する問題提起すらなされてい
ない。
【００１１】
　本発明はかかる問題点に鑑みてなされたものであり、その目的とするところは、３８０
ＭＰａ以上、５４０ＭＰａ未満の引張り強度で、自動車分野、特に燃料タンク用途に適用
可能なプレス成形性を有し、かつ耐二次加工脆性及び溶接継手効率が優れ、更に溶融めっ
き性が良好なプレス加工用溶融めっき高強度鋼板及びその製造方法を提供することにある
。
【課題を解決するための手段】
【００１２】
　本発明に係るプレス加工用溶融めっき高強度鋼板は、冷延鋼板と、前記冷延鋼板の表面
に形成された溶融めっき層とを有し、前記冷延鋼板は、質量％で、Ｃ：０．０００５～０
．００５０％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．５０～２．０％、Ｐ：０．０３５％以下
、Ｔｉ：０．０１０～０．０３０％、Ｎｂ：０．０１０～０．０４０％、Ｂ：０．０００
２～０．００３０％、Ｓ：０．０１０％以下、Ａｌ：０．０１～０．９０％、Ｎ：０．０
０１０～０．００９５％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、Ｔｉ含有量
（％）を［Ｔｉ］、Ｎ含有量（％）を［Ｎ］、Ｐ含有量（％）を［Ｐ］、Ｓｉ含有量（％
）を［Ｓｉ］、Ａｌ含有量（％）［Ａｌ］、Ｍｎ含有量（％）を［Ｍｎ］としたとき、下
記数式（Ａ）により表されるＴ＊が０．０２％未満であると共に下記数式（Ｂ）を満足す
る組成を有し、かつ引張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の１
×１０４倍以上であることを特徴とする。
【００１３】
　Ｔ*＝［Ｔｉ］－３．４２×［Ｎ］－０．２［Ｐ］　・・・・・（Ａ）
【００１４】
　０．４＜（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］＜２．０　・・・・・・（Ｂ）
【００１５】
　本発明に係るプレス加工用溶融めっき高強度鋼板の製造方法は、質量％で、Ｃ：０．０
００５～０．００５０％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．５０～２．０％、Ｐ：０．０
３５％以下、Ｔｉ：０．０１０～０．０３０％、Ｎｂ：０．０１０～０．０４０％、Ｂ：
０．０００２～０．００３０％、Ｓ：０．０１０％以下、Ａｌ：０．０１～０．９０％、
Ｎ：０．００１０～０．００９５％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、
Ｔｉ含有量（％）を［Ｔｉ］、Ｎ含有量（％）を［Ｎ］、Ｐ含有量（％）を［Ｐ］、Ｓｉ
含有量（％）を［Ｓｉ］、Ａｌ含有量（％）［Ａｌ］、Ｍｎ含有量（％）を［Ｍｎ］とし
たとき、上記数式（Ａ）により表されるＴ＊が０．０２％未満であると共に上記数式（Ｂ
）を満足する組成の溶鋼を連続鋳造してスラブを得る工程と、前記スラブを、仕上げ温度
がＡｒ３温度以上、巻取り温度が７５０℃以下の条件で、熱間圧延して熱延コイルを得る
工程と、前記熱延コイルを５０％以上の冷延率で冷間圧延して所定の厚さの冷延コイルと
する工程と、前記冷延コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍すると共に、その冷延過程に
おいて前記冷延コイルの表面に溶融めっきを施す工程とを有し、引張り強さＴＳ（ＭＰａ
）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の１×１０４倍以上である溶融めっき高強度鋼板
を製造することを特徴とする。
【発明の効果】
【００１６】
　本発明によれば、従来、固溶強化元素として添加されていたＰの含有量を引張り強さに
応じた値以下に低減し、更にＡｌ及びＳｉの総含有量とＭｎ含有量との関係が特定の範囲
を満足すると共に、Ｔｉ含有量、Ｐ含有量及びＮ含有量が特定の関係を満足する鋼組成に
しているため、優れたプレス成形性を有し、かつ優れた耐二次加工脆性及び溶接継手効率
を併せ持ち、更に溶融めっき性が良好なプレス加工用溶融めっき高強度鋼板が得られる。
【発明を実施するための最良の形態】
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【００１７】
　以下、本発明を実施するための最良の形態について、詳細に説明する。なお、以下の説
明においては、組成における質量％は、単に％と記載する。
【００１８】
　本願発明者は、従来技術では極めて困難であった優れたプレス成形性を有し、かつ優れ
た耐二次加工脆性及び溶接継手効率を併せ持ち、しかも溶融めっき性が優れた高強度溶融
めっき鋼板を得るため、鋭意検討を重ねた。その結果、従来、固溶強化元素とされていた
Ｐの含有量をできだけ低減すると共に、Ｍｎ及びＳｉの含有量のバランスが特定の範囲に
なるように制御し、更に、加工性を高めるために鋼中のＣ及びＮを固定するＴｉの含有量
を規定し、かつ、Ｔｉ、Ｎ及びＰの含有量の関係が特定の条件を満足するようにすると、
シーム溶接性、レーザ溶接性、耐二次加工脆性及び溶融めっき性を一段と改善できること
を見出し、本発明に至った。
【００１９】
　即ち、本発明のプレス加工用溶融めっき高強度鋼板（以下、単に溶融めっき鋼板という
）は、冷延鋼板の表面に、Ｚｎ、Ｚｎ合金、Ａｌ、Ａｌ合金、Ｓｎ及びＳｎ合金等からな
る溶融めっき層が形成されたものであり、その冷延鋼板は、Ｃ：０．０００５～０．００
５０％、Ｓｉ：１．０％以下、Ｍｎ：０．５０～２．０％、Ｐ：０．０３５％以下、Ｔｉ
：０．０１０～０．０３０％、Ｎｂ：０．０１０～０．０４０％、Ｂ：０．０００２～０
．００３０％、Ｓ：０．０１０％以下、Ａｌ：０．０１～０．９０％、Ｎ：０．００１０
～０．００９５％を含有し、残部がＦｅ及び不可避的不純物からなり、下記数式（Ａ）に
より表されるＴ＊が０．０２％未満であると共に、下記数式（Ｂ）を満足する組成を有す
る。なお、下記数式（Ａ）及び数式（Ｂ）における［Ｔｉ］はＴｉ含有量（％）、［Ｎ］
はＮ含有量（％）、［Ｐ］はＰ含有量（％）、［Ｓｉ］はＳｉ含有量、［Ａｌ］はＡｌ含
有量（％）、［Ｍｎ］はＭｎ含有量（％）である。更に、本発明の溶融めっき鋼板は、引
張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の１×１０４倍以上となっ
ている。
【００２０】
　Ｔ*＝［Ｔｉ］－３．４２×［Ｎ］－０．２［Ｐ］　・・・・・（Ａ）
【００２１】
０．４＜（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］＜２．０　・・・・・・（Ｂ）
【００２２】
　先ず、本発明の溶融めっき鋼板における数値限定理由について説明する。
【００２３】
Ｃ：０．０００５～０．００５０％
　Ｃは、本発明において極めて重要な元素である。具体的には、Ｃは、Ｎｂ及びＴｉと結
合して炭化物を形成し、高強度化を達成するために極めて有効な元素である。しかしなが
ら、Ｃ含有量が０．００５０％を超えると、Ｃの固定に必要なＴｉ及びＮｂを添加したと
しても加工性が低下すると共に、シーム溶接及びレーザ溶接における溶接継手効率が低下
する。一方、本発明の溶融めっき鋼板においては、Ｃ含有量が低くても、他の強化方法で
補うことができるが、Ｃ含有量が０．０００５％未満の場合、強度確保が困難になると共
に、製鋼時の脱炭コストが上昇する。よって、Ｃ含有量は０．０００５～０．００５０％
とする。また、極めて高い加工性及び溶接継手効率が要求される場合には、Ｃ含有量を０
．００３０％以下とすることが好ましい。
【００２４】
Ｓｉ：１．０％以下
　Ｓｉは、固溶強化元素として一般に知られている元素である。しかしながら、Ｓｉ含有
量が多くなると、具体的には、Ｓｉ含有量が１．０％を超えると、その他の条件は本発明
の範囲内であったとしても溶融めっき性が損なわれる。よって、Ｓｉ含有量は１．０％以
下とする。なお、Ｓｉ含有量が少ない場合は、他の添加元素の含有量を調整することによ
り、耐二次加工脆性、溶接継手効率及び溶融めっき性を確保することができるため、Ｓｉ
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含有量の下限値は特に限定する必要はないが、Ｓｉ含有量が０．１０％未満の場合、加工
性と溶融めっき性を両立することが困難になることがあるため、Ｓｉ含有量は０．１０％
以上とすることが望ましい。
【００２５】
Ｍｎ：０．５０～２．０％
　Ｍｎは、Ｓｉと同様に固溶強化により鋼板強度を高める元素であり、耐二次加工脆性、
溶接継手効率及び溶融めっき性の向上を目的とした本発明の溶融めっき鋼板を高強度化す
るために重要な元素の１つである。Ｍｎには、組織を微細化して高強度化する機構と、固
溶強化による高強度化機構とがあるが、Ｍｎ含有量が０．５０％未満の場合、その添加効
果が得られず、また他の元素で補完した場合は、耐二次加工脆性、溶接継手効率及び溶融
めっき性の全ての項目で目標を達成することができない。一方、Ｍｎの含有量が２．０％
を超えると、深絞り性の指標であるｒ値の面内異方性が大きくなり、プレス成形性が損な
われると共に、鋼板の表面にＭｎ酸化物が生成し、溶融めっき性が損なわれる。よって、
Ｍｎ含有量は０．５０～２．０％とする。
【００２６】
Ｐ：０．０３５％以下
　Ｐは、添加しても加工性の劣化が少なく、固溶強化で高強度化に有効な元素である。し
かしながら、Ｐは、粒界に偏析して耐二次加工脆性を劣化させると共に、溶接部に凝固偏
析を生じ、溶接継手効率を劣化させる元素でもある。また、Ｐは、溶融めっき時までの熱
履歴により、鋼板の表面に偏析し、溶融めっき性も劣化させる。具体的には、Ｐ含有量が
０．０３５％を超えると、これらの偏析が生じる。よって、Ｐ含有量は０．０３５％以下
に規制する。なお、Ｐ含有量の下限値は特に規定する必要はないが、Ｐ含有量を０．００
５％未満にすると、精錬コストが高くなると共に、強度の確保が困難になる。よって、Ｐ
含有量は０．００５％以上とすることが好ましい。
【００２７】
Ｔｉ：０．０１０～０．０３０％
　Ｔｉは、Ｃ及びＮとの親和力が強く、凝固時又は熱間圧延時に炭窒化物を形成し、鋼中
に固溶しているＣ及びＮを低減して、加工性を高める効果がある。しかしながら、Ｔｉ含
有量が０．０１０％未満では、この効果が得られない。一方、Ｔｉ含有量が０．０３０％
を超えると、溶接継手の溶接部の強度及び靭性、即ち、溶接継手効率が劣化する。よって
、Ｔｉ含有量は０．０１０～０．０３０％とする。
【００２８】
Ｎｂ：０．０１０～０．０４０％
　Ｎｂは、Ｔｉと同様にＣ及びＮとの親和力が強く、凝固時又は熱間圧延時に炭窒化物を
形成し、鋼中に固溶しているＣ及びＮを低減して、加工性を高める効果がある。しかしな
がら、Ｎｂ含有量が０．０１０％未満の場合、この効果が得られない。一方、Ｎｂ含有量
が０．０４０％を超えると、再結晶温度が高くなり、高温焼鈍が必要になると共に、溶接
継手の溶接部の靭性が劣化する。よって、Ｎｂ含有量は０．０１０～０．０４０％とする
。
【００２９】
Ｂ：０．０００２～０．００３０％
　Ｂは、粒界に偏析することにより、粒界強度を高め、耐二次加工脆性を良好にする元素
である。しかしながら、Ｂ含有量が０．０００２％未満の場合、その効果が得られない。
一方、Ｂ含有量が０．００３０％を超えると、溶接時にＢがγ粒界に偏析してフェライト
変態を抑制し、溶接部及びその熱影響部の組織が低温変態生成組織となるため、この溶接
部及び熱影響部が硬質化すると共に靭性が劣化し、その結果、溶接継手効率が劣化する。
また、多量にＢを添加すると、熱間圧延時におけるフェライト変態も抑制され、低温変態
生成組織の熱延鋼板となるため、熱延鋼板の強度が高くなり、冷間圧延時の負荷が高くな
る。更に、Ｂ含有量が０．００３０％を超えると、再結晶温度が高くなり、高温での焼鈍
が必要となるため、製造コストの上昇を招くと共に、深絞り性の指標であるｒ値の面内異
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方性が大きくなり、プレス成形性が劣化する。よって、Ｂ含有量は０．０００２～０．０
０３０％とする。なお、Ｂ含有量の好ましい範囲は、前述した理由から０．０００３～０
．００１５％である。
【００３０】
Ｓ：０．０１０％以下
　Ｓは、鋼の精錬時に不可避的に混入する不純物であり、Ｍｎ及びＴｉと結合して析出物
を形成し、加工性を劣化させるため、Ｓ含有量は０．０１０％以下に規制する。なお、Ｓ
含有量を０．００１％未満に低減するには製造コストが高くなるため、Ｓ含有量は０．０
０１％以上とすることが好ましい。
【００３１】
Ａｌ：０．０１～０．９０％
　Ａｌは、鋼の精錬時に脱酸材として使用される元素であるが、Ａｌ含有量が０．０１％
未満では脱酸効果が得られない。また、本願発明者は、Ａｌを通常の脱酸に必要な量以上
に添加すると、シーム溶接における溶接継手効率が良好になると共に、ｒ値の面内異方性
が小さくなり、深絞り加工性が良好になることを見出した。しかしながら、Ａｌ含有量が
０．９０％を超えると、鋼板の表面品質が劣化する。よって、Ａｌ含有量は０．０１～０
．９０％とする。
【００３２】
Ｎ：０．００１０～０．００９５％
　Ｎは、鋼の精錬時に不可避的に混入する元素である。また、Ｎは、Ｔｉ、Ａｌ及びＮｂ
の窒化物を形成し、加工性には悪影響を及ぼさないが、溶接継手効率を劣化させる。この
ため、Ｎ含有量は０．００９５％以下に規制する必要がある。一方、Ｎ含有量を０．００
１０％未満に低減するには、製造コストが高くなる。よって、Ｎ含有量は０．００１０～
０．００９５％とする。
【００３３】
Ｔ＊：０．０２％未満
　本願発明者は、上記数式（Ａ）により規定されるＴ＊の値が大きくなると、溶接継手効
率が劣化することを見出した。このＴ＊の値が０．０２％以上の場合、低温における継手
効率の劣化が顕著となり、脆性破面が生じる温度が高温になって、溶接部の靭性が劣化す
る。以上の理由から、本発明においては、Ｔ＊の値を０．０２％未満とする。
【００３４】
（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］：０．４超え２．０未満
　本願発明者は、Ｓｉ含有量（［Ｓｉ］）、Ａｌ含有量（［Ａｌ］）及びＭｎ含有量（［
Ｍｎ］）を特定の関係に制御することにより、溶融めっき性及びｒ値の面内異方性が良好
となることを知見した。以下、この事実を知見した実験内容について説明する。
【００３５】
　本願発明者は、先ず、Ｃ：０．００２０～０．００８０％、Ｓｉ：０．０２～１．５０
％、Ｍｎ：０．５０～２．５％、Ｐ：０．０２～０．０３５％、Ｓ：０．０１０％、Ａｌ
：０．０５～０．０６％、Ｔｉ：０．０１０～０．０３０％、Ｎｂ：０．０１～０．０４
０％、Ｎ：０．００２５～０．００４５％、Ｂ：０．００１０～０．００３０％の範囲で
組成を変化させた鋼を、真空溶解炉で溶製し、１２００℃で１時間に加熱保持した後、仕
上げ温度を８８０～９０５℃として、３．７ｍｍの厚さまで熱間圧延して熱延板とした。
次に、この熱延板を酸洗いした後、冷間圧延し、厚さが１．２ｍｍの冷延板とした。更に
、この冷延板を、８００℃の温度で６０秒間保持するサイクルで焼鈍し、その冷却中に、
無酸化炉－還元タイプの装置を使用し、浴組成をＡｌ：９０％及びＳｉ：１０％として、
鋼板の表面に溶融アルミニウムめっきを施した。そして、めっき付着量が両面で６０ｇ／
ｍ２になるようにガスワイピング法により調整して、溶融めっき鋼板とした。
【００３６】
　次に、この溶融めっき鋼板の表面を目視で観察し、めっき付着状況を評価した。また、
各溶融めっき鋼板からＪＩＳ５号試験片を切り出し、圧延方向、圧延方向に対し４５度、
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９０度の３方向についてｒ値を測定し、最小のｒ値を求めた。その結果を下記表１に示す
。なお、下記表１に示すめっき性の評点は、不めっきが全く発生しなかったものを○、微
細な不めっきが発生したものを△、不めっきが発生したものを×とした。
【００３７】
【表１】

【００３８】
　図１は横軸にＭｎ含有量をとり、縦軸にＳｉ含有量とＡｌ含有量との和、即ち、Ｓｉ及
びＡｌの総含有量をとって、Ｍｎ含有量並びにＳｉ及びＡｌの総含有量と溶融めっき性の
関係を示す図である。図１に示すように、めっき性は、Ｓｉ含有量（［Ｓｉ］）、Ａｌ含
有量（［Ａｌ］）及びＭｎ含有量（［Ｍｎ］）に大きく影響され、Ｍｎ含有量が２．０％
以下で、かつ（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［Ｍｎ］が２．０未満の条件を満足する組成の鋼
板は、めっき性が良好であることがわかる。また、上記表１に示すように、（［Ｓｉ］＋
［Ａｌ］）／［Ｍｎ］が０．４を超える組成の鋼板は、最小ｒ値が１．４０以上で良好で
あるが、この条件を満足しない組成の鋼板は最小ｒ値が低く、プレス成形性が劣っている
。以上の実験事実に基づき、本発明においては、良好なめっき性と良好なプレス成形性が
得られる条件として、上記数式（Ｂ）を満たす組成、即ち、（［Ｓｉ］＋［Ａｌ］）／［
Ｍｎ］が０．４超え２．０未満となる組成とする。
【００３９】
｜ＴＳ｜≧｜Ｐ｜×１０４

　前述したように、Ｐは添加による加工性の劣化が少なく、固溶強化による高強度化に有
効な元素である。このため、従来は高強度を得るために、Ｐを多量に添加する傾向があっ
たが、本願発明者は、強度に対して特定量以上にＰを添加すると、具体的には、引張り強
さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値｜ＴＳ｜が、Ｐ含有量（％）の絶対値｜Ｐ｜の１×１０４倍未
満になると、耐二次加工脆性及び溶接継手効率が急激に劣化することを知見した。そこで
、本発明においては、引張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値｜ＴＳ｜が、Ｐ含有量（％）の
絶対値｜Ｐ｜の１×１０４倍以上になるようにする。一般に、鋼材の引張り強さは、主に
鋼成分に依存し、製造条件は副次的に影響する。そこで、鋼の成分設計に際しては、Ｐ含
有量を極力少なくすると共に、溶接性、加工性、耐二次加工脆性、めっき性に悪影響を及
ぼさない範囲でＳｉ及びＭｎの含有量を多くする必要がある。また、製造する際は、強度
の低下を防止するため、熱間圧延時の巻取り温度を高温にしないようにすると共に、８５
０℃を超える高温での焼鈍を行わないようにすることが好ましい。
【００４０】
　なお、本発明の溶融めっき鋼板における残部、即ち、上述した各元素以外の成分は、Ｆ
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ｅ及び不可避的不純物である。また、本発明の溶融めっき鋼板に含まれる不可避的不純物
としては、例えば、Ｓｎ、Ｓｂ、Ｔａ、Ｚｒ、Ｖ及びＣｏ等が挙げられる。更に、本発明
の溶融めっき鋼板には、上述した各元素以外にＮｉ、Ｃｒ、Ｍｏ及びＣｕ等の元素を通常
の範囲で添加することもでき、その場合でも本発明の特徴が損なわれることはない。
【００４１】
　本発明の溶融めっき鋼板においては、従来、固溶強化元素として添加されていたＰの含
有量を引張り強さに応じた値以下に低減し、更にＡｌ及びＳｉの総含有量とＭｎ含有量と
の関係が特定の範囲を満足すると共に、Ｔｉ含有量、Ｐ含有量及びＮ含有量が特定の関係
を満足する鋼組成にしているため、優れたプレス成形性を有すると共に、優れた耐二次加
工脆性と優れた溶接継手効率とを併せ持ち、更に溶融めっき性が良好である。これらの効
果により、鋼板の高強度化が可能となり、自動車の車体重量軽減による燃費向上が可能と
なり、とりわけ、燃料タンクの軽量化、車体デザインの複雑化が可能となる。この効果は
工業的には極めて大きい。
【００４２】
　次に、本発明の溶融めっき鋼板の製造方法について説明する。本発明の溶融めっき鋼板
を製造する際は、先ず上述した鋼組成となるように調整した原料を転炉又は電気炉に投入
し、真空脱ガス処理を行ってスラブにする。次に、このスラブを、仕上げ温度がＡｒ３温
度以上、巻取り温度が７５０℃以下の条件で熱間圧延し、熱延コイルを得る。このとき、
熱間圧延の加熱温度は、何℃に設定しても本発明の特徴を損なわれないため、圧延の操業
に支障がない範囲で選べばよい。また、熱間圧延の仕上温度がＡｒ３温度未満であると、
鋼板の加工性が損なわれるため、熱間圧延の仕上温度はＡｒ３温度以上とする。更に、熱
間圧延後の巻取り温度が７５０℃を超える高温になると、冷延焼鈍後の鋼板の強度が低下
するため、巻取り温度は７５０℃以下とする。
【００４３】
　次に、上述の方法で作製した熱延コイルを、必要に応じて脱スケールした後、５０％以
上の冷間圧延率で冷間圧延して、所定の板厚の冷延コイルを得る。このとき、冷間圧延率
が５０％未満の場合、焼鈍後の鋼板の強度が低下すると共に、深絞り加工性が劣化する。
なお、この冷間圧延率は６５～８０％とすることが好ましく、これにより、強度及び深絞
り加工性がより優れた溶融めっき鋼板が得られる。
【００４４】
　その後、冷延コイルを再結晶温度以上の温度で焼鈍する。その際、焼鈍温度が再結晶温
度未満の場合は、良好な集合組織が発達せず、深絞り加工性が劣化する。一方、焼鈍温度
が高くなると鋼板の強度が低下するため、焼鈍は８５０℃以下の温度で実施することが好
ましい。
【００４５】
　次に、冷延コイルの表面に溶融めっきを施し、溶融めっき鋼板とする。この溶融めっき
は、焼鈍後の冷却途中で行っても、焼鈍後に再加熱して行ってもよい。また、冷延コイル
表面に溶融めっきされる金属は、Ｚｎ、Ｚｎ合金、Ａｌ、Ａｌ合金、Ｓｎ及びＳｎ合金等
が挙げられるが、いずれの金属を使用しても本発明の特徴が損なわれることはない。そし
て、上述の方法により作製された溶融めっき鋼板は、更に、必要に応じて表面にクロメー
ト等の電気めっきが施された後、出荷される。
【実施例】
【００４６】
　以下、本発明の実施例及び比較例を挙げて、本発明の効果について具体的に説明する。
本実施例においては、下記表２に示す鋼組成のスラブを、１２５０℃に加熱保持した後、
熱延仕上温度が８６０～８９５℃、巻き取り温度が６３０～６７０℃の条件で熱間圧延し
、板厚が３．７ｍｍの熱延コイルにした。次に、この熱延コイルを、酸洗した後で冷間圧
延して、厚さが１．２ｍｍの冷延コイルにした。更に、この冷延コイルに対して、８００
℃で６０秒間保持するサイクルの焼鈍を行った後、その冷却途中で冷延コイルの表面に溶
融アルミニウムめっきを施した。その際、溶融アルミニウムめっきは、無酸化炉－還元タ
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イプのラインを使用して、浴組成をＡｌ：９０％、Ｓｉ：１０％として行った。また、め
っき後ガスワイピング法によりめっき付着量が両面で６０ｇ／ｍ２になるように調整した
後、冷却し、ゼロスパングル処理を施した。更に、溶融めっき処理後の鋼板に、Ｃｒ３＋

主体のクロメート処理を施した後、インラインで１．０％の調質圧延を行って、実施例及
び比較例の溶融めっき鋼板とした。なお、下記表２に示す鋼組成における残部は、Ｆｅ及
び不可避的不純物である。また、下記表２における下線は、本発明の範囲外であることを
示す。
【００４７】
【表２】

【００４８】
　次に、上述の方法で作製した実施例及び比較例の各溶融めっき鋼板について、引張り特
性、深絞り加工の指標であるr値、耐二次加工脆性、溶接継手効率及びめっき性について
評価した。以下、その評価方法について説明する。
【００４９】
　引張り特性は、各溶融めっき鋼板から引張り方向が圧延方向と並行になるようにして採
取したＪＩＳ５号試験片を使用して引張り試験を行い、その引張り強さＴＳ及び伸びＥｌ
により評価した。そして、引張り強さＴＳが４４０ＭＰａ以上で、伸びＥｌが３５％以上
のものを合格とした。
【００５０】
　ｒ値の評価は、各溶融めっき鋼板から圧延方向に平行方向、４５°方向、直角方向の３
方向について夫々ＪＩＳ５号引張り試験片を採取し、各試験片のｒ値を測定した。そして
、圧延方向に平行なｒ値をｒ０、４５°方向のｒ値をｒ４５、直角方向のｒ値をｒ９０と
したとき、下記数式（Ｃ）により求められる各方向のｒ値の平均値ｒａｖｅにより評価し
た。なお、本実施例においてはｒａｖｅが１．５０以上のものを合格とした。また、測定
した３方向のｒ値のうち、最も低い値をｒｍｉｎとし、ｒｍｉｎが１．３以上を合格とし
た。
【００５１】



(11) JP 4580402 B2 2010.11.10

10

20

30

40

50

ｒave＝（ｒ0＋２×ｒ45+ｒ90）／４・・・・・・・・（Ｃ）
【００５２】
　耐二次加工脆性は、溶融めっき鋼板を直径１００ｍｍにブランキングした後、外径が５
０ｍｍのポンチで円筒絞りを行い、その絞りカップを３０°の円錐台に載せ、種々の温度
条件下で、高さ１ｍ位置から重さ５ｋｇの錘を落下させて、カップに割れが発生しない最
低の温度（耐二次加工脆性温度）を求めた。この耐二次加工脆性温度は、鋼板の板厚及び
試験方法により変化するが、冷延鋼板の板厚が１．２ｍｍである本実施例においては、－
５０℃以下を合格とした。
【００５３】
　溶接継手効率は、図２に示すように、２枚の溶融めっき鋼板１ａ，１ｂを重ねてシーム
溶接した試験片の溶接部２について、温度を変えてピール試験を行い、その破断面をＳＥ
Ｍ（Scanning Electron Microscope：走査型電子顕微鏡）で観察し、破断面に脆性破面が
見られない最低の温度（延性破面温度）及び－６０℃におけるピール強度で評価した。そ
して、本実施例においては、－６０℃におけるピール強度が母材の引張り強さＴＳの８０
％以上のもの、及び延性破面温度が－３０℃以下のものを合格とした。
【００５４】
　また、めっき性は、目視により各溶融めっき鋼板の表面を観察し、めっき付着状況で評
価した。具体的には、不めっきの発生がないものを〇、軽微な不めっきが発生していたも
のを△、不めっきがあるものを×とした。以上の評価結果を下記表３及び表４にまとめて
示す。
【００５５】

【表３】
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【００５６】
【表４】

【００５７】
　上記表３及び表４に示すように、本発明の範囲内の実施例のＮｏ.１の溶融めっき鋼板
は、めっき性が良好であり、伸びＥｌが３８．９％、ｒ値の平均値ｒａｖｅが１．８５、
ｒ値の最低値ｒｍｉｎが１．４５と優れた加工特性を有し、耐二次加工脆性温度、溶接継
手性能共に良好であった。本発明の範囲内の実施例のＮｏ.２の溶融めっき鋼板も、加工
性の指標である伸びＥｌが３８．５％、ｒａｖｅが１．７５、ｒｍｉｎが１．４６と優れ
た特性を有すると共に、めっき性、耐二次加工脆性及び溶接継手効率にも優れていた。本
発明の範囲内の実施例のＮｏ.３の溶融めっき鋼板も、加工性の指標である伸びＥｌが３
９．６％、ｒａｖｅが１．８３、ｒｍｉｎが１．４８と優れた特性を有すると共に、めっ
き性、耐二次加工脆性及び溶接継手効率も優れた特性を有していた。本発明の範囲内の実
施例のＮｏ.４の溶融めっき鋼板も、加工性の指標である伸びＥｌが３９．４％、、ｒａ

ｖｅが１．８１、ｒｍｉｎが１．４９と優れた特性を有すると共に、めっき性、耐二次加
工脆性及び溶接継手効率も優れていた。本発明の範囲内の実施例のＮｏ.５の溶融めっき
鋼板も、加工性の指標である伸びＥｌが３７．６％、ｒａｖｅが１．７０、ｒｍｉｎが１
．４１と優れた特性を有すると共に、めっき性、耐二次加工脆性及び溶接継手効率も優れ
ていた。
【００５８】
　これに対して、Ｃ含有量が本発明の範囲から外れた比較例のＮｏ.６の溶融めっき鋼板
は、加工性の指標である伸びＥｌが３０．２％、ｒｍｉｎが１．１２と低く、加工性が前
述の実施例の溶融めっき鋼板に比べて劣っており、更に、溶接継手効率も劣っていた。ま
た、Ｎｏ．７の溶融めっき鋼板は、Ｓｉ含有量が本発明の範囲から外れた比較例である。
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この溶融めっき鋼板は溶融めっき時に不めっきが発生し、めっき性が劣っていた。Ｎｏ．
８の溶融めっき鋼板は、Ｍｎ含有量が本発明の範囲未満であり、（Ｓｉ＋Ａｌ）／Ｍｎが
本発明の上限を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板は、溶融めっき時に不めっ
きが発生し、めっき性が劣っていた。Ｎｏ．９の溶融めっき鋼板は、Ｍｎ含有量が本発明
の上限を超え、（Ｓｉ＋Ａｌ）／Ｍｎが本発明の下限未満の比較例である。この溶融めっ
き鋼板は、加工性の指標である伸びＥｌ及びｒ値（ｒａｖｅ，ｒｍｉｎ）が前述の実施例
の溶融めっき鋼板に比べて低く、加工性が劣っており、更にめっき性及び溶接継手効率も
劣っていた。
【００５９】
　Ｎｏ．１０の溶融めっき鋼板は、Ｐ含有量が本発明の範囲から外れた比較例である。こ
の溶融めっき鋼板は、引張り強さＴＳ（ＭＰａ）の絶対値が、Ｐ含有量（％）の絶対値の
１×１０４倍よりも小さいため、耐二次加工脆性及び溶接継手効率が前述の実施例の溶融
めっき鋼板よりも劣っていた。Ｎｏ．１１の溶融めっき鋼板は、Ｔｉ含有量が本発明の範
囲未満である比較例である。この溶融めっき鋼板は、伸びＥｌ及びｒ値（ｒａｖｅ，ｒｍ

ｉｎ）が低く、加工性が劣っていた。Ｎｏ.１２の溶融めっき鋼板はＴｉ含有量及びＴ＊
が本発明の上限を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板は、伸びＥｌ及びｒ値（
ｒａｖｅ，ｒｍｉｎ）が低く、更に溶接継手効率も前述の実施例の溶融めっき鋼板よりも
劣っていた。
【００６０】
　Ｎｏ．１３の溶融めっき鋼板は、Ｎｂ含有量が本発明の範囲未満である比較例である。
この溶融めっき鋼板は、ｒ値（ｒａｖｅ，ｒｍｉｎ）及び伸びＥｌが低く、本発明の優れ
た加工性を有する目的に合致しない。一方、Ｎｏ．１４の溶融めっき鋼板は、Ｎｂ含有量
が本発明の範囲を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板は、伸びＥｌが１２．５
％しかなく、ｒ値（ｒａｖｅ，ｒｍｉｎ）及び耐二次加工脆性の評価を実施することがで
きなかった。Ｎｏ．１５の溶融めっき鋼板は、Ｂ含有量が０．０００１％と本発明の下限
値に満たない比較例である。この溶融めっき鋼板は、耐二次加工脆性温度が２０℃であり
、前述の実施例の溶融めっき鋼板と比較して劣っていた。Ｎｏ．１６の溶融めっき鋼板は
、Ｂ含有量が本発明の範囲を超えている比較例である。この溶融めっき鋼板は、加工性の
指標である伸びＥｌ及びｒ値（ｒａｖｅ，ｒｍｉｎ）が低く、また溶接のピール強度も低
く、更にピール試験の破面に脆性破面が無くなる温度も高く、継手効率が劣っていた。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】横軸にＭｎ含有量をとり、縦軸にＭｎ含有量並びにＳｉ及びＡｌの総含有量と溶
融めっき性の関係を示す図である。
【図２】ピール試験方法を示す断面図である。
【符号の説明】
【００６２】
　１ａ，１ｂ　溶融めっき鋼板
　２　溶接部
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